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本研究は、国内の現職非母語話者日本語教師（Non-native Japanese Teacher：以下、
NNT1）の接触場面における言語調整行動をフォリナー・トーク（Foreigner Talk：以下、
FT）を中心に分析・考察した実証的研究である。多様化・細分化していく今日の接触場面
参加者の言語調整行動を通して「多文化共生」を検証し、「日本語」の再考を試みた。 
以下に、各章の概要を示す。 
 
第 1 章 序論  
 第 1 章では、日本国内における『多言語・多文化共生』の現状と接触場面・参加者の多
様化を記述し、NNT の国内現場への参入など、日本語教育現場・参加者の変化を記した。
また、接触場面参加者 NNT を地域・社会の構成員と捉え、彼らの接触環境を、生活者と
して言語調整行動を行う「生活場面」、社会的な参加・役割が求められる「職業場面」の日
本語教師としての言語調整行動に分けて、以下のような研究課題を設けた。  
1．国内の接触場面参加者、参加環境を検証し、「接触場面」の新たな定義を行う。 
2．多文化共生の言語ストラテジーとして「FT」の有効性を検証し、再定義を行う。  
3．国内現場に、「多文化協生
．．
」を求め、「言語調整行動」に関する提言を行う。 
本稿は、第 1 章から第 8 章までの計 8 章仕立てとなっている。  
 
第 2 章 先行研究と理論的背景  
 第 2 章では、理論的背景として、多文化共生、接触場面、言語調整行動、非母語話者教
師に関する先行研究を概観し、本稿の位置づけと用語の定義を行った。現在、『多言語・多
文化共生』は、行政・言語政策などに関連付けられて語られることが多いが、本稿は、以
下のように、「個人」の言語、所属コミュニティの選択・使用の問題と捉える。  
（1）国内現職非母語話者日本語教師を調査対象者とした理由  
国内の NNT は、日本語学習経験者としては従来の定義に基づく「FT の被使用者」（母
語話者側によって FT を使用された経験を持つ非母語話者）である。また、現職日本語教
師という点から、接触場面における言語調整行動、FT の知識を持ち合わせた「FT の使用
                                               
1 「非母語話者」という用語は「母語話者」と対をなすものであり、特定言語を指す場合、「○○語母語話者」あるいは
｢○○人｣と記すのが一般的である。しかし、生まれながら自然に習得した言語を「母語」とするならば、「日本語母語
話者」の中には、国籍条項による外国人が含まれる (例えば、在日韓国・朝鮮人 )。また、その逆も存在する(中国残
留邦人など)。従って、本研究の調査対象者も、正確には、「日本語非母語話者外国人」と表記すべきであるが、本
稿には、一般的な名称である「非母語話者」を用いて記す。  
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者」（日本語学習者、他の非母語話者相手に、なんらかの言語調整行動を行っている現場参
加者）でもある。従って、国内の接触場面における「日本語」を用いた言語調整行動、FT
を会話参加者双方の立場から再考・検証するためには最適な話者であると考えた。また、
NNT の場合、接触場面の他の非母語話者参加者と比べて、「日本語」に不自由しないこと
が大きな特徴となる。彼らが日本語習得・教授の経験、プロセスを活用して、会話の際、
相手が母語話者か否かに関わらず、「日本語」の熟練度、流暢さ、話題の選択など、言語面・
心理面での見積もり（言語調整行動）として「FT 的話し方」2を用いることにも注目した。  
（2）接触場面の定義  
「接触」の前提は、参加者である「個人」が自らの意思、環境から所属コミュニティ、
使用言語を選択する権利である。本研究は、母語話者か否かなど、参加者の属性ではなく、
個人の言語選択・使用という観点から「接触場面」を捉える。また、国内接触場面を「個
人」の所属コミュニティ内の言語選択・使用を基点とした「日本語使用場面」とする。  
「日本語使用場面」は、参加者「個人」の置かれた環境とその関わり方の選択によって
流動的・動態的に変化するものと捉える。本稿は、地域・社会の構成員である NNT が、
非母語話者外国人、「生活者」として普段の暮らしの中で「日本語」を選択・使用する場合
は「生活場面」（教室外）とする。また、社会的参加・役割がより強く求められる「専門職
外国人」、日本語教師として「日本語」を選択・使用する場合は「職業場面」（教室内）と
し、分析・考察を行う。両者の区分は、以下の 3 点を基準にする。  
 ①場面の優先度：接触場面参加者が「所定の目的・目標の遂行」と「他の参加者との
接触」からの選択、優先度を自由に決めることができる。  
  ②言語選択・使用の自由度：その場面の参加に必要な「ことば」を、参加者が個人と
して選択・使用できる。また、該当言語の使用・運用の度合いを個人が決める。  
   ③接触の度合い：場面参加者同士のコミュニケーションおよびネットワークの構成が
必須か否かによる。また、必要に応じて他のメンバーとの接触を拒むことができる。  
（3）言語調整行動、FT の捉え方  
日本国内・地域社会の場合、構成員同士の使用言語は「日本語」である。特に、国内の
「職業場面」では、求められる「日本語」、他の構成員とのコミュニケーション、ネットワ
                                               
2 「FT 的話し方」：従来の FT の定義に従うと、母語話者の言語調整行動のみが FT となる。本稿では、参加者の属性
ではなく言語現象から調整行動を認定するため、同一調整としているが、検証段階の理解を促すため、非母語話者
の調整行動は「FT 的話し方」と表記し、固定的な FT の定義と区別した。 
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ーク構築に必要な言語調整行動を体得していくプロセスが必要となる。その上で、本稿は、
「個人」が地域・社会の構成員（コミュニティ・メンバー）としてコミュニケーション、
インターアクションを行う際に伴う全てを言語調整行動とする。  
また、本研究は、言語調整行動の再考、検証のため、FT を主な研究対象とする。しか
し、語学教師が学習者を相手に用いるチィーチャー・トーク（Teacher Talk；以下 TT）
は FT の一部としない 3。本稿における接触場面の言語調整行動、FT の細部ストラテジー
に関する認定は、ロング（1995）の分類に従って機能的に抽出したものを基本とし、辛
（2004a、2004b）に引き継ぎ、参加者の「話題」を中心に双方の立場から分析･考察した。  
 
第 3 章 研究方法  
 第 3 章では、本研究の参加者（調査対象者 NNT-18 人、母語話者協力者 NS-6 人、非母
語話者協力者；初級日本語学習者 JL-7 人、現場参加者）、調査方法（質問紙調査、半構造
化インタビュー、二者間および三者間会話、フォローアップ・アンケート）、文字化 4・分
析方法を明記した。以下に示す、第 4 章「意識調査」、第 5 章「使用実態調査」、第 6 章「ビ
リーフ調査」は、本研究の軸である。  
 
第 4 章 意識調査  
 第 4 章の意識調査は、国内接触場面参加者である NNT18 人を対象に、FT を中心とした
言語調整行動に関する意識を質問紙調査（会話例を提示したパートⅠ、アンケート調査中
心のパートⅡ）および半構造化インタビューから分析した結果である。インタビューは、
NNT の個人経験を中心に、FT に関する知識と現在の FT 観、FT 被使用時の対応とその影
響、教室場面における FT、FT 的発話の使用に関する認識関連を調査した。  
その結果、NNT は、接触場面の言語調整行動 FT の定義・範疇を、従来の「母語話者の
非母語話者に対する話し方」という定義に基づいて固定的に捉えていることがわかった。
また、全員、「FT を使われたことがある」と答え、接触場面における FT の被使用経験者
であることが確認されたが、長い日本滞在歴・学習歴および日本語母語話者との接触経験
によって日本語母語話者（Native-speaker：以下 NS）の対外国人言語行動に柔軟に対応
                                               
3 TTが使用場面・使用意図が極めて特殊な接触場面言語調整行動であるため、他の自然発生された接触場面参加
者の言語調整行動、FT などとは大きく異なるためである。 
4 宇佐美（2003）：BTSJ 参照。 
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できる調整能力を備えていること、日本語話者の普遍的な言語ストラテジーの一つとして
FT を受容していることが明らかになった。  
生活場面における他の非母語話者との会話に関しては、NNT は自ら「FT 的な話し方」
を用いているが、それに関する自覚はなかった。また、職業場面で、学習された既有知識・
情報から、FT は本来使ってはいけないネガティブなもの、教室場面では（教師として）
仕方なく使わざるを得ないもの、という認識が強かった。  
一方、NNT には日本語学習体験による個別性が見られ、言語調整行動の中の FT の捉え
方にも相違が認められた。しかし、教育現場における接触場面・言語調整行動の提示・活
用、学習者に対する情報提供の必要性については「FT は学習者が各々の学習過程から自
然に分かり、学び、なれていくもの」と一様に答えていた。また、具体的な教室活動とし
て、接触場面の言語調整行動である FT を授業に取り入れることには賛同するものの、教
科書に載せること、直接教えることなど、FT の教具・教材化に関しては否定的であった。  
 
第 5 章 使用実態調査  
 第 5 章では、上記第 4 章の「意識調査」を踏まえて、接触場面の言語調整行動、FT の
使用実態を検証し、その可能性を模索した。本章では、初対面関係の接触場面参加者、調
査対象者 NNT15 人と協力者 NS（日本語母語話者）6 人、JL（非母語話者；初級学習者）
7 人の二者間会話（NNT-NS、NNT-JL）および三者間会話（NNT-NS-JL）において行わ
れた双方の心理的・社会的距離調整を「会話参加者の自己開示と関係形成」という観点か
ら捉え、言語調整行動の分析を試みた。以下、使用実態調査会話の項目別結果を記す 5。  
先ず、会話参加者の「発話量」を比べた結果、平均発話量から、各話者が二者間会話お
よび三者間会話で、ほぼ均等に話者交替を行いながら、会話をしていたことがわかった。
発話文の長さ、発話時間で発話量を比較した場合は、話者による個別性が認められた。  
次に、二者間会話における『話題全体』の内訳で、「話題導入」「話題展開」「話題転換」
の三つの下位項目で、二者間 NNT-JL 会話における NNT の使用頻度および割合が特に高
く現れた。「話題反復」は、二者間 NNT-NS 会話の NNT がより用いていた。三者間
                                               
5 調査項目は以下の五つである。 (1)『話題全体』：①「話題導入」 ,②「話題展開」 ,③「話題転換」 ,④「話題反復」 . (2)
『話題志向』：①「話し手志向」 ,②「聞き手志向」 ,③「全体志向」 ,④「第三者志向」 . (3)『話題形式』：①「単純質問」 ,②
「複合質問」 ,③「陳述」 ,④「その他」 .  (4)『話題内容』：①「あいさつ」 ,②「自己紹介」 ,③「固定話題」 ,④「共通知人」 ,⑤
「仕事関係」 ,⑥「日本語」 ,⑦「研究関連」 ,⑧「私個人」 ,⑨「相手個人」 .  (5)『発話機能』：①「語彙面の調整」 ,②「文法面
の調整」 ,③「音声面の調整」 ,④「談話面の調整」 ,⑤「非言語行動面の調整」 ,⑥「応答」 ,⑦「あいづち」 . 
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NNT-NS-JL 会話における『話題全体』の内訳では、特に、「話題導入」「話題展開」の二
つの下位項目で、NS の使用頻度および割合が最も高かった。『話題全体』の結果から、本
調査の会話で、「より新しいことを話した」話者は、二者間 NNT-NS 会話の NS 側、NNT-JL
の二者間会話の NNT 側であることがわかった。また、話題導入の特徴として、二者間
NNT-JL 会話における NNT の対 JL 発話（「日本語教師」的な話題導入）が現れた。  
『話題志向』項目の場合、全ての会話で最も多く使用されたのは「聞き手志向」である。
特に二者間 NNT-JL 会話においては、NNT による「聞き手志向」が最も多く使われた。
また、「話し手志向」を最も多く使った話者は JL である。また、三者間 NNT-NS-JL 会話
においては、NS 側の「聞き手志向」が最も多く表れた。「話し手志向」を最も多く使った
のは二者間会話同様、JL 側である。以上で、本調査の初対面会話で「自分のことを最も多
く話した」話者は、三者間会話における JL 側であると言える。しかし、『話題志向』を『話
題全体』との相関から分析すると、JL 側の「話し手志向」は、二者間会話における NNT
の「聞き手志向」、三者間会話における NS および NNT の「聞き手志向」に起因すること
がわかった。一方、二者間 NNT-NS 会話においては、NS の「聞き手志向」によって NNT
が JL 同様の「話し手志向」となり、従来の接触場面会話における非対称性が確認された。  
本調査の『話題形式』に現れた接触場面初対面会話における話題導入とその選択傾向は
以下の通りである。話者の言語調整行動として「トピックの選択と提示」を上記項目との
関連から見ると、二者間 NNT-NS 会話では母語話者協力者 NS による話題の導入が多く、
NNT-JL 会話では調査対象者 NNT 側による話題の導入が多かった。三者間 NNT-NS-JL
会話では、NS 側が主に話題を導入し、JL がそれに答え、NNT はその二者間会話のよう
な話題導入を見守っていた。本調査の会話は、話者自らの自己開示による話題提示･導入よ
り、話者双方が、互いへの「質問」から情報を確認･交換していく話題導入がより多く行な
われた。また、その際、話題導入の主導権を持つ話者の「単純質問」の割合が高く現れた。
初対面会話参加者双方が、心理的距離調整のための言語調整行動として話題導入に「質問」
を多く用いることがわかった。  
また、『話題内容』項目から、接触場面初対面会話における「話題」のカテゴリーとし
て「あいさつ」、「自己紹介」、「共通知人」、「仕事関係」、「日本語」、「研究関連」、「私個人」、
「相手個人」の 9 つの属性が出された。特に、「日本語」は、『話題内容』の大きなウェイ
トを占めている。『話題志向』との相関で、会話相手との「共通経験の発見」のための最初
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のステップ、会話開始の機会作りとしての「私事語り」発話として「私個人」を多く使っ
ている（串田 2006）のは、非母語話者 NNT および JL 側であることがわかった。また、
『話題形式』との相関で、トピックの開始方法としては、NS の対非母語話者 NNT・JL、
NNT の対 JL「質問」が多く現れ、非母語話者（特に JL）に自分のことを語らせる展開が
多かった。また、母語話者 NS の話題の展開に、非母語話者（主に JL）の知らない内容で
も話し続けるなど、一方的な調整例が見られた。  
FT の使用を見る『発話機能』からは、「音声面の調整」と「非言語面の調整」は現れな
かった。また、「語彙面の調整」・「文法面の調整」は、NNT-JL の二者間会話において顕著
であり、従来の「典型的な FT」と類似した形で現れた。「談話面の調整」は、会話全体に
現れていて、非母語話者協力者・初級学習者である JL 側も、母語話者 NS 同様の言語調
整行動、会話における話題展開のストラテジーとして、対 NS・対 NNT に試用することが
認められた。最後に、FT 使用検証の一部である、仕掛け発話「日本語上手ですね」 6に関
しては、NNT-NS 会話で、協力者 NS 側が研究者の指示通り該当会話に盛り込んだ場合で
も、NNT に使用された認識が全くなかったことが確認された。しかし、母語話者 NS の別
の発話を NNT が「FT 的発話」と認識し、言語的調整を行った例があった。また、非母語
話者同士の NNT-JL 会話でも、参加者両者が「日本語上手ですね」という発話を行なった
例がある。このような「日本語学習･運用」に関する話題は、非母語話者同士の初対面会話
では、会話との距離を調整し、関係性を深める心理的調整として働き、言語調整行動とし
て肯定的に評価されることがわかった。  
 
第 6 章 ビリーフ調査  
 第 6 章では、『多言語・多文化共生』の中で、国内日本語教育現場の参加者となった現
職非母語話者日本語教師 NNT に対する現場参加者のビリーフを調査し、教育現場の共生・
協力の可能性を検証した。本稿の NNT は、社会的参加・役割が求められる「職業場面」（教
室内）では日本語教師という専門職外国人として「日本語」を選択・使用する日本語使用
者 7である。本調査の結果、国内の日本語教育現場で「日本語教師」に対するビリーフが大
きく変容したのは、日本語学習者側ではなく NNT 側であった。また、現場参加者の中で、
                                               
6 事前調査、意識調査の段階で、調査対象者 NNT が初対面会話の典型的な FT 発話として取り上げていた。 
7 他の非母語話者と比べて、「専門職外国人」の中でも、「日本語」運用能力が極めて高く、言語面における不自由を
感じないという点で最近新たに地域社会の構成員となった「プロスポーツ選手」「 IT 技術者」「看護・介護師」など、い
わゆる「日本語学習者」として分類・区別される他の非母語話者外国人グループとは明らかに異なる特徴を持つ。  
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最も自然かつ柔軟に NNT を「教室」の中に受け入れ、共に学ぶ存在として認めたのは、
学習者側であった。  
日本語学習者側が、｢典型的な日本語教師像｣としてではなく、学習動機を高める新たな
「目標」として、｢個｣として NNT と向き合い、受容する過程を経て、その体験を積極的
に日本語学習・習得に結びつけていくことから、国内現場における NNT の新たな可能性
が感じられた。しかし、このような NNT のあり方は、調査協力大学の一例に過ぎず、現
実的な制約の一つであるクラスの教育目標や内容そのものと直接的に関連づけることは現
時点では難しい。今の「多国籍共生」の現場で、他の現場参加者の受容や協力を促し、求
めるためには、先ず、非母語話者教師自身が自らのビリーフである「正しい日本語」「日本
語らしい日本語」という固定概念を内省し、本稿の NNT のように、国内の日本語教育現
場での立ち位置を再考する必要があると考える。  
 
第 7 章 総合考察  
 第 7 章では、上記の、第 4 章、第 5 章、第 6 章の調査結果から、接触場面の言語調整行
動に関する総合考察を行った。以下に、考察結果をまとめる。  
(1) 国内接触場面の FT 
NNT は、地域社会の構成員として普段の暮らしの中で「日本語」を選択・使用している。
NNT の国内「生活場面」（教室外）における「日本語」使用およびその中の言語調整行動
は、NNT の意識に基づく使用であった。即ち、使用意識と実態間の乖離は認められなかっ
た。また、「生活場面」では、会話相手との接触度や関係の発展性を考えながら「親疎関係」
を基本に「場面・状況」に応じて言語調整行動の優先度を決め、実用的に「日本語」を駆
使していた。一方、NNT の初対面会話における言語調整行動は固定定義に適合しない「非
母語話者同士の FT」、「対母語話者の逆 FT」使用が見られ、「接触場面」「言語調整行動」
の再定義の根拠となった。NNT は「職業場面」においても「日本語」を選択・使用し、特
に、対学習者言語として「日本語教師」という認識から意図的に「日本語」を選択・使用
することがわかった。また、その「日本語」は、従来の「正しい日本語」「日本人らしい日
本語」であるため、「発音」「文法」の正しさと正確さを求め、追求していた。  
NNT は、日本語使用時の言語調整行動にネガティブな評価を下しているが、使用実態調
査の会話から、NNT が「教室」の内外で、対非母語話者会話で FT のような言語調整を行
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い、相手の属性に関係なく心理的・言語的調整を行うことが確認された。このような NNT
の認識と使用実態の乖離は、日本語学習・習得の段階で、「接触場面」「参加者」「言語調整
行動」に関する定義が固定化されたためである。FT に関しても、意識面で TT との混同が
認められ、その評価はネガティブに固定される傾向が認められた。但し、NNT 個人の「日
本語」接触による個人差は大きい。  
(2) FT に関する認識の形成要因  
NNT の FT に関する認識の形成要因として、FT の被使用経験と FT 知識の相関、日本
語接触段階による FT 観の変化、教育現場参加による FT 観の構築が考えられる。  
NNT は、FT（FT 的話し方）に対する言語調整行動を、学習・習得の段階 8を経て形成
してきた。学習初期段階では FT に対する情報がないために「無調整」状態を維持するが、
習得が進行すると自ら FT に対する調整を行う。この時期は、プラス評価「FT ポジティブ
期」がマイナス評価「FT ネガティブ期」に変わる段階で、NNT の日本語運用能力の向上
に従って、母語話者に対する調整行動は頂点に達し、様々なストラテジーを駆使する「調
整マックス」状態になる。しかし、NNT の日本滞在年数、学習歴、教授歴、日本語母語話
者との接触など、更に時間・接触度が加わると、次は、選択･駆使できる言語調整行動が増
加し、FT（FT 的話し方）を理解、受容する段階を経験する。そして、FT に対する知識･
経験があるがために FT（FT 的話し方）に反応しない、更なる「無調整」状態に入る。現
在、本稿の NNT は、この段階に定着している。  
一方、NNT の教育現場参加による FT 観の構築は認められなかった。現職の日本語教師
である NNT は、教室内の TT を FT と捉えているが、その概念は現場参加以前に接した定
義によって形成されたものである。しかし、特に、初級レベル担当の NNT の場合、現場
参加によって FT の必要性を認識したことから FT 観の変化が現れていた。  
 (3) 国内非母語話者教師の FT 使用  
NNT の FT 使用傾向を、「自己開示と関係形成」を中心とした心理的距離調整、初対面
会話の「話題選択」を中心とした言語的調整を考察した。本研究の初対面会話参加者は、
NNT に限らず、話者の属性、参加人数に関わらず、相手との関係・情報量を見積もる言語
調整手段として「質問」を用いながら「話題」の選択・交換を行い、心理的･社会的距離を
                                               
8 NNT の日本語学習・接触環境は、①「日本語学習全無期」（興味・関心に関わらず日本語接触のない時期）、②「日
本語学習初期」（いわゆる「初級」段階：接触スタート時点を含む）、③「日本語学習発達期」（いわゆる「中級」段階：接
触度最頻期）、④「日本語学習熟成期」（いわゆる「上級」段階：接触の選択期）、⑤「日本語学習目標到達期」（いわ
ゆる「超級」段階：接触の専門化期）の 5 段階である。 
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調整していた。従来の固定的な接触場面会話ではなく「遊動的な非対称性」で会話が行わ
れたことが特徴である。また、FT 使用は、母語話者 NS のみではなく、非母語話者 NNT、
JL 側にも認められた。FT は日本語使用場面の言語調整行動として、相手との関係性、会
話状況、参加者の調整能力を見積もる有効なストラテジーであることが証明された。  
(4) 非母語話者教師の FT 評価・感想  
NNT は、使用実態調査の初対面会話の後、相手との距離調整で自らの立場・属性が変化
したことを報告し、日本語使用、FT 中心の言語調整行動に関する評価・感想を述べた。
NNT は、会話相手によって「非母語話者外国人」、「日本語学習者」、「現職日本語教師」と
いう三つの立場から会話を行っていた。特に、対 JL 会話において NNT は「日本語教師」
の立場を色濃く表す言語調整行動、FT を行った。このような非母語話者の非母語話者に
対する言語調整行動は、従来の FT の定義に当てはまらない。また、この現象は、NNT が
国内の「生活場面」会話においても「職業場面」同様、「日本語教師」という立場を自ら強
く認識しながら言語調整を行っていることを示す。  
(5) 教育現場における FT の限界と可能性  
本研究の調査結果を踏まえて、言語調整行動、特に FT の有効性を再考し、教育現場に
おける FT の限界と可能性を考察した。国内外で、日本語を用いた接触、日本語使用場面
が拡大している。このような状況で、言語・文化的背景が異なる参加者、日本語使用者同
士が、互いに対する理解を深め、円滑にコミュニケーション・インターアクションを行う
ために、言語調整行動を習得する必要がある。これは、「FT の学習有効性」に起因するも
のではなく、日本語使用場面のインターアクション問題解決のための一つの方法、コミュ
ニケーション・ストラテジーとしての提案である。  
また、「教室」に FT という接触場面の言語調整行動を取り入れ、日本語使用者同士が言
語調整行動を模索する学習活動から、「正しい日本語」ではなく「私らしい日本語」へのコ
ード・スウィッチングが行われ、結果的には、日本語学習者の相互支援・自律学習へつな
がると考える。言語調整行動を、知識・情報として共有することで、「教育する」のではな
く「共生する」時代の、学習者主体の教育が行われると考える。また、そこに、国内の接
触場面を地で生きる非母語話者日本語教師の現場参加意義が生まれると考える。  
(6) 接触場面の FT から「日本語人」の FT へ 
以上から、本稿は、接触場面を「日本語使用場面」と改め、話者の属性（年齢、性別、
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国籍など）に関係なく、「日本語」を選択・使用するもの全てを「日本語人」とする。また、
地域社会の構成員「日本語人」全体が「知識」「情報」として「言語調整行動」を共有する
必要があると考える。従来の FT、日本語使用場面の言語調整行動の使用は、参加者双方
の互いに対する「気づき・配慮」、「共感」が土台となる。地域・社会の中で「個人」の環
境、必要性によって選択・使用される「日本語」は、母語話者側から一方的に与えられた
「共生日本語」「やさしい日本語」「生活者のための日本語」ではなく、上記の知識・情報
を基に「気づき・配慮」から出発する「共感
．．
日本語」である。また、メンバー間の「共感」
を育て、コミュニケーション・ストラテジーとして言語調整行動の知識・情報を学習、習
得する活動が「日本語教育」であると考える。  
 
第 8 章 総括  
 第 8 章では、研究成果の総括として、本研究の目指す「共感
．．
日本語」と「多文化協生
．．
」
について述べた。また、国内 NNT の「日本語人」としての役割について記した。  
(1) 「多文化共生の共生日本語」から「多文化協生の共感日本語」へ 
『多言語・多文化共生』を目指す今の国内に存在するのは「接触場面」の言語調整行動の
問題ではなく「日本語」の問題である。また、「日本語」を選択、使用する「個人」の問題
が放置された「日本語教育」の問題である。地域・社会の中で、参加者の属性（年齢、性
別、国籍）に関係なく、言語を選択し、学習・習得の到達点を決める権利の保障こそが『多
言語・多文化共生』の出発点であると考える。  
本稿は、「接触場面」を「日本語使用場面」とし、参加者同士を「日本語人」に改めた。
また、『多言語・多文化共生』の新たなコミュニケーション・ツールとして、先行研究の「共
生日本語」「やさしい日本語」「生活者のための日本語」の非均等な参加者間の関係性に問
題を提起し、「共感
．．
日本語」を提唱した。「職業場面」では、「日本語人」同士の「共感」を
ベースにした「協力」・「協働」の構築から「多文化協生
．．
」を目指した。  
現在、教育現場は多国籍参加者が混合している状況である。しかし、今の『多言語・多
文化共生』が進むと、母語話者と非母語話者の教師間協力・協働が更に進むと考えられる。
現場参加者間のコミュニケーション、インターアクションの前提として「共感」をベース
に、「言語調整行動」に関する情報・知識を全体が共有する必要がある。また、日本語教育
現場で学習・習得の対象となる「日本語」も、学習者自らが決めた段階・レベルで学習・
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習得される「共感
．．
日本語」が求められる。その選択、運用において様々なバリエーション
が認められ、また、不自由・不完全さを共有しながら言語調整行動を行い、互いの「日本
語」を交わす環境こそが「日本語教育」である。  
「共感
．．
日本語」は、日本語使用者としての学習者の相互支援・自律学習、現場参加者同
士の交流、協力・協同を育む「多文化協生
．．
」へつながると考える。また、日本語教育現場
で NNT のような「日本語人」個人が自己肯定に基づいた「自分らしい日本語」を選択・使用
する時、「日本語教育」は「国語」や「日本語」、「日本人」と「外国人」、「国内」と「海外」
のような二分化、二元的構造から解き放たれ、「日本語使用場面」の「日本語人」全てを教育
対象として大きく統合された『日本語教育』へ変貌すると考える。  
 (2) 専門職外国人としての NNT の役割  
「多文化協生」に向けて、「共生」から「協生」へ移行する第 1 段階として、NNT が当
事者として「声」を出し、構成員同士で現状を確認する必要があると考える。母語話者側
の過度調整による親切・配慮、同情や推測・観察による漠然とした受入ではなく、「質の共
生」として地域社会の中で対等な関係・権利を保つために、先ず、実際の不便さ・生きに
くさに関わる問題を当事者が発信しなければならない。  
日本語教育現場を含め、地域社会のコミュニティにおいても、NNT のように「日本語」
に不自由しない構成員が「日本語人」として既存構成員と言語調整行動を行い、他の新参
者、「声」を持たない構成員の立場、環境を代弁し、コミュニケーション、インターアクシ
ョンを図ることで、従来の様々な上下概念、一方的な母語話者観点の「共生」を構成員双方
の視点に基づく「協生」へ変えることができると考える。また、NNT が問題の所在を自らの
立場と相互の関係性から明らかにし、「共感」を広げることで、「専門職外国人」である NNT
の新たな参与意義が生まれると考える。  
